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議案第６４号 

 

令和７年度千早赤阪村一般会計補正予算（第６号） 

 

令和７年度千早赤阪村の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２３，６５１千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４，６８２，２５５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加及び変更は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

令和７年１２月４日提出 

 

 千早赤阪村長 菊井 佳宏   

 

 

 

 

 

 

 

 

 



　１　歳　入 (単位 : 千円)

15 国庫支出金 425,688 34,042 459,730

1 国庫負担金 243,047 11,185 254,232

2 国庫補助金 180,701 22,857 203,558

16 府支出金 319,538 5,592 325,130

1 府負担金 145,634 5,592 151,226

19 繰入金 894,585 △65,054 829,531

1 基金繰入金 891,080 △65,054 826,026

21 諸収入 95,800 769 96,569

3 雑入 85,081 769 85,850

22 村債 173,100 1,000 174,100

1 村債 173,100 1,000 174,100

4,705,906 △23,651 4,682,255

計

 第　１　表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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款 項 補正前の額 補 正 額

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 



　２　歳　出 (単位 : 千円)

2 総務費 1,056,390 △50,910 1,005,480

1 総務管理費 941,708 △50,910 890,798

3 民生費 1,013,474 29,335 1,042,809

1 社会福祉費 809,357 29,335 838,692

4 衛生費 409,615 2,659 412,274

1 保健衛生費 296,563 2,659 299,222

5 農林水産業費 88,504 581 89,085

1 農業費 60,425 581 61,006

7 土木費 443,400 120 443,520

1 土木管理費 182,129 120 182,249

8 消防費 195,512 114 195,626

1 消防費 195,512 114 195,626

9 教育費 460,618 △5,550 455,068

1 教育総務費 266,492 3,180 269,672

2 小学校費 41,503 0 41,503

4 社会教育費 40,293 △9,625 30,668

5 保健体育費 84,240 895 85,135

4,705,906 △23,651 4,682,255

補 正 額 計
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款 項 補正前の額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 



第　２　表　　債 務 負 担 行 為 補 正

追加

変更

４ 市 町 村 公 共 交 通
活 性 化 協 議 会 負 担 金

令和８年度 ２１，０２５千円 令和８年度 ２５，９４５千円

６１，１２３千円令和８年度

補　　　正　　　後

期　　　間 限　度　額 期　　　間

地 域 公 共 交 通
利 用 料 助 成 事 業

令和８年度 ７，６８０千円 令和８年度 ９，６００千円

Ｂ ＆ Ｇ 海 洋 セ ン タ ー 高 圧
受 電 設 備 更 新 改 修 工 事
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令和８年度 ５９，８１０千円

限　度　額

千早赤阪村コミュニティバス
運 行 管 理 業 務

広 報 紙 印 刷 製 本 業 務

令 和 ８ 年 度 税 制 改 正 に 伴 う
住 民 税 シ ス テ ム 改 修 業 務

令和８年度

６０，８８２千円合　　　　　　　　計

限　　度　　額

中 学 校 図 書 シ ス テ ム 更 新 業 務

くすのきホール図書室図書システム更新業務 令和８年度

期　　　　間

議 会 だ よ り 印 刷 製 本 業 務
令和８年度から
令和９年度まで

事　　　　　項

事　　項
補　　　正　　　前

くすのきホール高圧受電設備更新改修工事 令和８年度 １９，７００千円

健 康 診 断 等 委 託 業 務 令和８年度

８，３４９千円

小 学 校 図 書 シ ス テ ム 更 新 業 務

１，４１１千円

令和８年度から
令和９年度まで

７，５８１千円

１，６５８千円

戸籍システムの標準化・
共 通 化 に 係 る 事 業

令和６年度から
令和７年度まで

１８，１０６千円
令和７年度から
令和８年度まで

１５，０９２千円

１１，７１７千円

令和８年度 ９２８千円

令和８年度

令和８年度 ７，６８２千円

１，８５６千円



 



変更

千円 年％以内 年以内 年以内

５．０
　
(ただし、利
率見直し方
式で借り入
れる場合
は、利率見
直しを行っ
た後におい
ては、当該
見直し後の
利率)

（※）過疎対策事業債ソフト分

第　３　表　　地 方 債 補 正

限度額 左のうち
据置期間

償 還
方 法

起 債 の 目 的

政　  　府
 

地方公共団
体金融機構
   

そ  の  他

小学校スクール
バス運行事業
（※）

普 通 貸 借
(証書借入)
又 は
証 券 発 行

7,600 
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12 3

政府資金につ
いては、その
融資条件によ
り、その他の
場合には、そ
の債権者と協
定するものに
よる。ただ
し、村財政の
都合により据
置期間及び償
還期限を短縮
し、もしくは
繰上償還又は
借換えするこ
とができる。

半年賦又は
年賦元利均
等、元金均
等又は満期
一 括 償 還

起債の方法
そ の 他

償 還
期 限

補　　　　　　　　　　　　正　　　　　　　　　　　　前

利率 資 金
区 分

償        還        の        方        法



千円

資 金
区 分

8,600 
補正前のとおり
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起債の方法

補　　　　　　　　　　　　正　　　　　　　　　　　　後

その他

償        還        の        方        法

償 還
期 限

利率限度額 左のうち
据置期間

償 還
方 法



 



 １　総　括

（単位 : 千円）

15 国庫支出金 425,688 34,042 459,730

16 府支出金 319,538 5,592 325,130

19 繰入金 894,585 △65,054 829,531

21 諸収入 95,800 769 96,569

22 村債 173,100 1,000 174,100

4,705,906 △23,651 4,682,255
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  款 計補正前の額 補　正　額

　　（歳　入）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

歳　　入　　合　　計



2 総務費 1,056,390 △50,910 1,005,480

3 民生費 1,013,474 29,335 1,042,809

4 衛生費 409,615 2,659 412,274

5 農林水産業費 88,504 581 89,085

7 土木費 443,400 120 443,520

8 消防費 195,512 114 195,626

9 教育費 460,618 △5,550 455,068

4,705,906 △23,651 4,682,255

  （歳　出）

補正前の額 補　正　額
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款 計

歳　出　合　計



（単位 : 千円）

20,349 △71,259

13,693 5,592 10,050

2,659

581

120

114

1,000 769 △7,319

34,042 5,592 1,000 769 △65,054

国庫支出金 府支出金

補 　　正 　　額 　　の 　　財 　　源 　　内 　　訳
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地方債

特　　　　　　定　　　　　　財　　　　　　源

その他
一　般　財　源



2  歳　入
(款)15 国庫支出金 (項) 1 国庫負担金

 1 民生費国庫負担金 217,139 11,185 228,324

243,047 11,185 254,232

(款)15 国庫支出金 (項) 2 国庫補助金

 1 総務費国庫補助金 116,940 22,544 139,484

 2 民生費国庫補助金 41,563 313 41,876

180,701 22,857 203,558

(款)16 府支出金 (項) 1 府負担金

 1 民生費府負担金 126,076 5,592 131,668

145,634 5,592 151,226

(款)19 繰入金 (項) 1 基金繰入金

 1 財政調整基金繰入金 251,552 △65,054 186,498

891,080 △65,054 826,026

(款)21 諸収入 (項) 3 雑入

 1 雑入 85,081 769 85,850

85,081 769 85,850

(款)22 村債 (項) 1 村債

 8 教育債 41,900 1,000 42,900

173,100 1,000 174,100

一般会計
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目 補正前の額 補　正　額 計

計

計補正前の額 補　正　額目

計

計補正前の額 補　正　額目

計

計補正前の額 補　正　額目

計

計補正前の額 補　正　額目

計

計

計補正前の額 補　正　額目



（単位：千円）

 1 社会福祉費負担金 11,185 更生医療負担金 100

障害児施設措置費負担金 4,158

障害福祉サービス等負担金 6,927

（単位：千円）

 1 総務費補助金 22,544 デジタル基盤改革支援補助金 20,349

子ども・子育て支援事業補助金（制度施行準備事業費） 2,195

 2 介護保険費補助金 313 介護保険事業費補助金

（単位：千円）

 1 社会福祉費負担金 5,592 更生医療負担金 50

障害児施設措置費負担金 2,079

障害福祉サービス等負担金 3,463

（単位：千円）

 1 財政調整基金繰入 △65,054 財政調整基金繰入金

金

（単位：千円）

 1 雑入 769 旧野外活動センター水道代

（単位：千円）

 1 小学校債 1,000 小学校スクールバス運行事業債
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区　　分
説　　   明

節

金   額

説　　   明
区　　分 金　額

節

説　　   明
区　　分 金　額

節

説　　   明
区　　分 金　額

節

説　　   明
区　　分 金　額

節

説　　   明
区　　分 金　額

節



3  歳　出

(款) 2 総務費 (項) 1 総務管理費

 1 一般管理費 420,273 175 420,448 175

 4 財産管理費 47,722 25 47,747 25

 7 企画管理費 61,770 600 62,370 600

 8 電子計算費 260,434 △51,710 208,724 20,349 △72,059

941,708 △50,910 890,798 20,349 △71,259

(款) 3 民生費 (項) 1 社会福祉費

 1 社会福祉総務費 432,657 24,351 457,008 11,185 5,592 7,574

 9 介護保険費 110,518 2,789 113,307 313 2,476

10 後期高齢者医療費 153,219 2,195 155,414 2,195

809,357 29,335 838,692 13,693 5,592 10,050

一般会計

一般財源
府支出金

補正前の額 補 正 額

国庫支出金 地方債 その他

特　定　財　源

- 14 -

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目

計

補正前の額 補 正 額

その他

特　定　財　源

地方債

補 正 額 の 財 源 内 訳

計目
一般財源

国庫支出金 府支出金

計



（単位：千円）

 1 報酬 48  職員人件費 120

 3 職員手当等 127      児童手当 120

 会計年度任用職員人件費 55

     会計年度任用職員報酬 48

     職員手当等 7

10 需用費 25  車両管理費 25

     燃料費 25

 7 報償費 100  村制施行70周年記念事業費 600

12 委託料 500      報償金 100

     デザイン作成委託料 500

10 需用費 345  住民情報系ネットワーク運用事業費 △47,423

11 役務費 528      標準準拠システムへの移行及び構築業務委託料 △47,423

12 委託料 △53,244  住民情報系住民処理事務費 △5,412

13 使用料及び △138      戸籍情報システム改修委託料 △5,412

賃借料  内部情報系ネットワーク運用事業費 1,125

17 備品購入費 799      消耗品費 345

     通信運搬費 528

     LGWAN府域ネットワーク回線提供業務委託料 △409

     LGWANネットワーク機器賃借料 △138

     機械器具費 799

（単位：千円）

 2 給料 1,517  身障更生医療関係事業費 200

 4 共済費 457      更生医療費 200

11 役務費 7  介護・訓練等給付事業費 13,853

19 扶助費 22,370      介護・訓練等給付費 13,853

 障害児施設措置（給付）等事業費 8,324

     手数料 7

     施設通所支援給付費 8,317

 職員人件費 1,974

     一般職給 1,517

     職員共済組合等負担金 457

12 委託料 628  介護保険総務費 628

27 繰出金 2,161      介護保険システム改修委託料 628

 介護保険特別会計繰出金 2,161

     介護保険特別会計繰出金 2,161

27 繰出金 2,195  後期高齢者医療特別会計繰出金 2,195

     後期高齢者医療特別会計繰出金 2,195
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節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額



(款) 4 衛生費 (項) 1 保健衛生費

 1 保健衛生総務費 127,966 312 128,278 312

 2 予防費 59,675 2,347 62,022 2,347

296,563 2,659 299,222 2,659

(款) 5 農林水産業費 (項) 1 農業費

 2 農業総務費 45,087 581 45,668 581

60,425 581 61,006 581

(款) 7 土木費 (項) 1 土木管理費

 1 土木総務費 182,129 120 182,249 120

182,129 120 182,249 120

(款) 8 消防費 (項) 1 消防費

 3 消防施設費 4,366 114 4,480 114

195,512 114 195,626 114

(款) 9 教育費 (項) 1 教育総務費

 1 教育委員会費 165,354 2,417 167,771 2,417

一般会計
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計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補 正 額

国庫支出金 府支出金 その他

特　定　財　源
一般財源

地方債

計

補正前の額 補 正 額

その他

特　定　財　源

地方債

補 正 額 の 財 源 内 訳

計目
一般財源

国庫支出金 府支出金

計

補正前の額 補 正 額

その他

特　定　財　源

地方債

補 正 額 の 財 源 内 訳

計目
一般財源

国庫支出金 府支出金

計

補正前の額 補 正 額

その他

特　定　財　源

地方債

補 正 額 の 財 源 内 訳

計目
一般財源

国庫支出金 府支出金

計

補正前の額 補 正 額

その他

特　定　財　源

地方債

補 正 額 の 財 源 内 訳

計目
一般財源

国庫支出金 府支出金



（単位：千円）

27 繰出金 312  国民健康保険特別会計（施設勘定）繰出金 312

     国民健康保険特別会計（施設勘定）繰出金 312

22 償還金、利 2,347  予防接種事業費 1,975

子及び割引      感染症予防費等国庫負担金返還金 122

料      新型コロナワクチン接種体制確保事業補助金返還金 1,549

     新型コロナワクチン接種事業負担金返還金 304

 母子保健事業費 372

     母子保健衛生費国庫補助金返還金 372

（単位：千円）

 3 職員手当等 491  職員人件費 581

 4 共済費 90      児童手当 40

     職員手当等 451

     職員共済組合等負担金 90

（単位：千円）

11 役務費 120  地域公共交通事業費 120

     通信運搬費 120

（単位：千円）

17 備品購入費 114  消防施設維持管理費 114

     機械器具費 114

（単位：千円）

 2 給料 1,519  職員人件費 2,417

 3 職員手当等 439      一般職給 1,519

 4 共済費 459      児童手当 45
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節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額



 2 教育指導費 31,348 763 32,111 763

266,492 3,180 269,672 3,180

(款) 9 教育費 (項) 2 小学校費

 2 （小）教育振興費 18,753 0 18,753 1,000 △1,000

41,503 0 41,503 1,000 △1,000

(款) 9 教育費 (項) 3 中学校費

 1 （中）学校管理費 16,702 0 16,702

28,090 0 28,090

(款) 9 教育費 (項) 4 社会教育費

 6 くすのきホール管理 26,966 △9,625 17,341 △9,625

費

40,293 △9,625 30,668 △9,625

(款) 9 教育費 (項) 5 保健体育費

 2 体育施設費 18,193 895 19,088 769 126

84,240 895 85,135 769 126

一般会計
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計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補 正 額

国庫支出金 府支出金 その他

特　定　財　源
一般財源

地方債

計

補正前の額 補 正 額

その他

特　定　財　源

地方債

補 正 額 の 財 源 内 訳

計目
一般財源

国庫支出金 府支出金

計

補正前の額 補 正 額

その他

特　定　財　源

地方債

補 正 額 の 財 源 内 訳

計目
一般財源

国庫支出金 府支出金

計

補正前の額 補 正 額

その他

特　定　財　源

地方債

補 正 額 の 財 源 内 訳

計目
一般財源

国庫支出金 府支出金

計

補正前の額 補 正 額

その他

特　定　財　源

地方債

補 正 額 の 財 源 内 訳

計目

計

一般財源
国庫支出金 府支出金



（単位：千円）

     職員手当等 394

     職員共済組合等負担金 459

13 使用料及び 763  教育指導費 763

賃借料      ソフトウェアライセンス利用料 763

（単位：千円）

（単位：千円）

10 需用費 △85  中学校管理運営事業費

13 使用料及び 85      消耗品費 △85

賃借料      機械器具使用料 85

（単位：千円）

14 工事請負費 △9,625  くすのきホール管理運営事業費 △9,625

     くすのきホール改修工事 △9,625

（単位：千円）

10 需用費 895  海洋センター管理運営事業費 895

     燃料費 126

     光熱水費 769
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節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額



 



給与費明細書



報　酬 給　料
期末
手当

地域
手当

その他
の手当

計

長　等 3 20,670 8,376 2,157 1,302 32,505 6,130 38,635

議　員 7 26,040 11,480 37,520 6,658 44,178

その他
特別職

27 2,751 2,751 2,751

計 37 28,791 20,670 19,856 2,157 1,302 72,776 12,788 85,564

長　等 3 20,670 8,376 2,157 1,302 32,505 6,130 38,635

議　員 7 26,040 11,480 37,520 6,658 44,178

その他
特別職

27 2,751 2,751 2,751

計 37 28,791 20,670 19,856 2,157 1,302 72,776 12,788 85,564

長　等

議　員

その他
特別職

計

(注)

職員数
(人）

補
正
後

補
正
前

      給　 与　 費　 明 　細　 書

１．特別職

区　分

給　 　　　与　　　 　費

共済費 合　計

（単位：千円）

　 農業委員会１４人、教育委員会４人である。

１ 長等の欄は、村長、副村長、教育長である。

２ 議員の欄は、村議会議員である。

３ その他特別職の欄は、監査委員２人、選挙管理委員会４人、固定資産評価審査委員会３人、

比
　
較
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補正後 - - 45,311 - -

-

 ※ 職員数欄（　）内は、暫定再任用短時間職員、任期付短時間職員及びパートタイム会計年度任用職員数を外書き
 ※ 職員手当は児童手当を除く

 ※ 職員数欄（　）内は、暫定再任用短時間職員及び任期付短時間職員を外書き
 ※ 職員手当は児童手当を除く

比　較 - - - - -

時間外
勤務手当

管理職特別
勤務手当

期末勤勉
手当

単身赴任
手当

退職手当

0 55

職員手当
の内訳

ア　会計年度任用職員以外の職員

イ　会計年度任用職員

比　較 - - 7 - -
補正前 - - 45,304 - -

補正後 - - - - -

区　　分

区　　分 扶養手当 地域手当 管理職手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当

比　較 0(0) 48 - 7 55
 ※ 職員数欄（　）内は、パートタイム会計年度任用職員数を外書き
 ※ 職員手当は児童手当を除く

-
補正前 - - - - - -

補正後 0(62) 126,648 - 45,311 171,959 25,939 197,898
補正前 0(62) 126,600 - 45,304 171,904 25,939 197,843

（単位：千円）

区　分
職員数 給　　与　　費

共 済 費 合　計
(人) 報酬

比　較 0 0 282 - 0

給料 職員手当 計

職員手当
の内訳

区　　分 扶養手当 地域手当 管理職手当 住居手当

補正前 31,859 1,290 153,118 - 66,554
補正後 31,859 1,290 153,400 - 66,554

補正前 8,640 33,946 13,596 4,014 6,961 12
補正後

0

区　　分
時間外

勤務手当
管理職特別
勤務手当

期末勤勉
手当

単身赴任
手当

退職手当

比　較 186 170 0 165 42

8,826

補正前 90(5) - 337,600 319,990 657,590 119,337 776,927
1,006 4,887

通勤手当
特殊勤務

手当

比　較 1(0) - 3,036 845 3,881

1234,116 13,596 4,179 7,003

職員手当 計

補正後 91(5) - 340,636 320,835 661,471

（単位：千円）

区　分
職員数 給　　与　　費

共 済 費 合　計
(人) 報酬 給料

120,343 781,814

比　較 0 0 289 - 0
補正前 31,859 1,290 198,422 - 66,554
補正後 31,859 1,290 198,711 - 66,554

区　　分
時間外

勤務手当
管理職特別
勤務手当

期末勤勉
手当

単身赴任
手当

退職手当

6,961 12
比　較 186 170 0 165 42 0

通勤手当
特殊勤務

手当

補正後 8,826 34,116 13,596 4,179 7,003 12

職員手当
の内訳

区　　分 扶養手当 地域手当 管理職手当 住居手当

補正前 8,640 33,946 13,596 4,014

補正後 91(67) 126,648 340,636 366,146 833,430

1,006 4,942比　較 1(0) 48 3,036 852 3,936

146,282 979,712
補正前 90(67) 126,600 337,600 365,294 829,494 145,276 974,770

２．一般職
（１）総括 （単位：千円）

区　分
職員数 給　　与　　費

共 済 費 合　計
(人) 報酬 給料 職員手当 計
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0

イ　会計年度任用職員以外の職員

職員手当 852 
その他の
増減分

845

（単位：千円）

制度改正
に伴う
増減分

7

報　酬 48 

報酬改定
に伴う
増減分

48

その他の
増減分

3,036

区　分 増減額

その他の
増減分

その他の
増減分

0

職員手当 7 

制度改正
に伴う
増減分

7 最低賃金改定による増 7

最低賃金改定による増 48

採用による増

昇給に伴う
増加分

0

給与改定
に伴う
増減分

異動等による増 131

ウ　会計年度任用職員
増減事由別内訳 説　　　　明 備　　　　考

（単位：千円）

その他の
増減分

職員手当 845 

制度改正
に伴う
増減分

0

給　料 3,036 

2,905

採用による増 845845

0

採用による増 2,905
異動等による増 131

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　明 備　　　　考

採用による増 845

最低賃金改定による増 7

給　料 3,036 

その他の
増減分

3,036

備　　　　考
（単位：千円）

昇給に伴う
増加分

0

最低賃金改定による増 48

給与改定
に伴う
増減分

0

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

ア　全職員
区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　明

その他の
増減分

0

報　酬 48 

報酬改定
に伴う
増減分

48

-  24 -



1

3

0

補正後

区　　分

補正前

0.0

20.0

60.0

5

―

1

0

1

3

計

―

1

0

1

3

0

0

計100

5.5

14.4

6.7

13.3

5.5

14.3

6.6

2

7

6

5

任期付職員行　政　職

7

6

構成比
（％）

7

6

5

4

5

13

6

12

14

30

級 級
職員数
（人）

13.2

15.4

32.9

4

―

職員数
（人）

　ウ　級別職員数

0.0

100

―

20.0

60.0

0.0

0.0

20.0

0.0

20.0

1

5

4

3

2

1

計

11

91

5

13

6

12

高校卒 201,000 188,000

大学卒 225,600 220,000

　イ　初任給

区　分 行政職（円）
国の制度（円）

行政職（円）

286,400

平均年齢（歳） 41歳3月 61歳6月

※ 任期付職員とは、一般職の職員の給与に関する条例第3条の3給料表の適用を受ける職員【以下同じ】

※ 平均給与月額は、給料、職員手当（扶養手当、管理職手当、地域手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当）の平均値

41歳6月 61歳9月

補正前

平均給料月額（円）

90

298,976

5

245,100

平均給与月額（円） 358,964

補正後

平均給料月額（円）

91

298,471

5

245,100

平均給与月額（円） 358,216 286,400

平均年齢（歳）

　ア　職員１人当たり給与

区　　　　　分 職員数 行　政　職 職員数 任期付職員

（３）給料及び職員手当の状況

構成比
（％）

2

100

0.0

計

25

14

90

3 15 16.7

0

5

27.8

15.6

100

7

6

5

4

3

2

112.1
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（級別の標準的な職務内容）

区　分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級

行　政　職

主事、技
師、主事補
又は技師補
の職務

相当の経験
を必要とす
る主事又は
技師の職務

主査の職務 係長の職務 課長代理の
職務

課長の職務 部長の職務

任期付職員

主事又は技
師の職務

相当の経験
を必要とす
る主事又は
技師の職務

主査の職務 係長又は相
当の経験を
必要とする
主査の職務

課長代理の
職務

課長の職務

―

※4級は係長級を含む

 (単位：人）

補正前

78.9%比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

代表的な職種

行　政　職
区　　　　　　分

91

72

0

5

7

59

79.1%

90

71

0

3

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

職 　員　 数  　 (Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

　1号級

　2号級

　3号級号級数別
内訳

　5号級 0

　6号級 1

　4号級 62

5

補正後 号級数別
内訳

　5号級

　6号級

　エ　昇給

職 　員　 数  　 (Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

　1号級

0

1

　3号級

　2号級

　4号級
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（単位：月分）

支給期別支給率

6月 12月

(1.2) (1.2) (2.4)

2.3 2.3 4.6

(1.2) (1.2) (2.4)

2.3 2.3 4.6

(1.2) (1.2) (2.4)

2.3 2.3 4.6

※（　）は再任用職員の支給率

（単位：月分）

　ク　特殊勤務手当

支給率計

国の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

24.586875 33.27075

２５年勤続
の者

住　居　手　当 同じ

通　勤　手　当 同じ

有

有

補正後

補正前

国の
制度

有

　ケ　その他の手当

区　　　　分 国の制度との異同

扶　養　手　当 同じ

支 給 総 額 に 対 す る 比 率 0.002%

支 給 対 象 職 員 の 比 率 1.1%

代表的な特殊勤務手当の名称
動物（犬、猫）の死体を処理する作業に従事する
職員の特殊勤務手当

支 給 対 象 職 員 数 93人

国の指定基準に基づく支給率 10%

＊2％～45％　加算

２０年勤続
の者

支 給 率 10%

　オ　期末手当・勤勉手当

職制上による段階、職務の
級等による加算措置

区　分

　キ　地域手当

支 給 対 象 地 域 全地域

47.709

３５年勤続
の者

その他の加算措置等

＊2％～20％　加算

定年前早期退職特例措置
支給率等 47.709

区　分 最高限度

定年前早期退職特例措置
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